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令和７年度西海市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

 

第１ 審査の対象 

令和７年度西海市水道事業会計決算 

令和７年度西海市工業用水道事業会計決算 

令和７年度西海市下水道事業会計決算 

 

第２ 審査の期間 

    令和８年７月１日～８月 18日まで 

 

第３ 審査の方法 

    送付を受けた決算書類について、帳簿、証拠書類を照合し、関係書類の収集、

関係職員に対する質問等、通常実施すべき審査手続きにより実施した。 

 

第４ 審査の結果 

決算書、財務諸表及びその他の書類は、地方公営企業関係法令に準拠して作

成され、計数は関係諸帳簿と符合して正確であり、令和７年度における経営成

績及び当該年度末の財政状態は適正に表示されていると認めた。 

審査の概要及び意見は、次に述べるとおりである。 

  



 

 

 



 

 

 

水 道 事 業 会 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 2 

１．業務実績について 

 

 給水状況は次表のとおりである。 

 

 

 

給水人口は前年度と比較して 464 人（1.91%）減少し、給水戸数は 184 戸（1.49%）

の減少となっている。 

   給配水の状況は、配水量が前年度比 114,371 ㎥（2.99%）の減少、有収水量が 60,881

㎥（2.31%）の減少となっている。 

 平均有収率は 69.37%で前年度比 0.48 ポイントの上昇となっている。 

 

 

給水状況

７年度 ６年度 増減 増減率(%)
① ② ①-②=③ ③/②

給 水 人 口 人 23,774 24,238 △ 464 △ 1.91

給 水 戸 数 戸 12,132 12,316 △ 184 △ 1.49

配 水 量 ㎥ 3,716,797 3,831,168 △ 114,371 △ 2.99

有 収 水 量 ㎥ 2,578,360 2,639,241 △ 60,881 △ 2.31

有 収 率 ％ 69.37 68.89 0.48 0.70

１日平均配水量 ㎥ 10,183 10,496 △ 313 △ 2.99

区　　分 単位
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２．予算執行の状況について 

予算の執行状況は、次表のとおりである。 

 

(1) 収益的収入・支出 

 

 

 

(2)  給水収益及び未収金の状況 

 

※上水道課より提供。 

 

給水収益の収入未済額は、現年度分 7,445,485 円、過年度分が 9,463,904 円で計

16,909,389 円となっている。 

収益的収入・支出
（単位：円 ・ ％ 　消費税込）

営業収益

営業外収益

特別利益

営業費用

営業外費用

特別損失

予備費 4,500,000 0 0 4,500,000 0.0

109,842,000 66,524,502 0 43,317,498 60.6

505,000 213,329 0 291,671 42.2

0 44,576,234 96.0

998,052,000 1,001,584,935 0 △ 3,532,935 100.4

1,112,899,000

不用額 執行率
① ② ③ ①-②-③ ②/①

決算額 翌年度繰越額

111.8

1,117.6

237,162,354

44,704

25,123,354

40,704

執行率
②/①

102.2

99.4

増減
②-①

20,763,674

△ 4,400,384

区　　分

水道事業収益

予算額
①

926,885,000

714,842,000

区　　分

水道事業費用

212,039,000

4,000

1,068,322,766

決算額
②

947,648,674

710,441,616

予算額

（単位：円・％　税込)

調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

① ② ③ ④ （②/①）

現 年 度 分 金 額 679,813,265 672,367,780 0 7,445,485 98.9

過 年 度 分 金 額 17,476,396 7,891,546 120,946 9,463,904 45.2

合 計 金 額 697,289,661 680,259,326 120,946 16,909,389 97.6

区分

７年度
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(3) 資本的収入・支出 

 

 

 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 334,399,718 円は、過年度分損益勘定

留保資金 272,071,884 円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

62,327,834 円で補填されている。 

 

 建設改良費の主な事業は、次のとおりである。 

 

・西海西部浄水場前処理装置更新工事          80,872,000 円 

・西海中部・東部地区水道施設統合整備工事（管路４工区）57,702,600 円 

・西海地区舗装復旧工事                30,518,400 円 

・西彼大串浄水場ろ過砂入替工事            25,830,200 円 

・大瀬戸地区舗装復旧工事               22,668,800 円 

 

 

 

資本的収入・支出

企業債

負担金

固定資産売却代金

他会計補助金

国庫補助金

建設改良費

企業債償還金

その他資本的支出

予備費

149,039,000 149,039,000 0 100.0

1,000 0 0 1,000 0.0

314,629,577

区　　分

資本的収入

予算額

1,419,414,000

952,100,000

①

資本的支出

区　　分

0 △ 1,000

△ 259,418,300

△ 27,794,000

△ 445,000,000

決算額
②

687,200,700

507,100,000

0

増減
②-①

執行率
②/①

48.4

53.3

△ 732,213,300

10.7

0.0

予算額
①

1,766,270,000

31,061,700290,480,000

27,794,000

②

1,021,600,418

314,721,000

6,000,000 0 0

1,000

（単位：円 ・ ％　消費税込）

執行率
②/①

0.0

57.8

48.9

91,423

6,000,000

1,445,548,000

決算額

0.0

706,970,841

0

翌年度繰越額
③

不用額
①-②-③

70,181,582674,488,000

674,488,000 64,089,159

100.0
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３．経営成績について 

令和７年度の経営状況は、総収益（水道事業収益）870,046,013 円、総費用（水道

事業費用）1,032,564,844 円で、当年度純損失は、162,518,831 円となっている。 

 

(1) 収 益 

 総収益（水道事業収益）は次表のとおりである。 

 

 

 

 営業収益は、前年度と比較し 14,477,968 円（2.2%）の減収となっている。減少の主

な原因は、給水収益の減によるものである。 

営業外収益は、前年度と比較して 913,384 円（0.4%）の減収となっている。これは主

に長期前受金戻入の減少によるものである。

（単位：円 ・％　　消費税抜）

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率
① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

給水収益 618,167,020 71.0 631,505,655 71.3 △ 13,338,635 △ 2.1

その他の営業収益 30,289,351 3.5 31,428,684 3.5 △ 1,139,333 △ 3.6

小　　　計 648,456,371 74.5 662,934,339 74.9 △ 14,477,968 △ 2.2

221,549,002 25.5 222,462,386 25.1 △ 913,384 △ 0.4

40,640 0.0 97,068 0.0 △ 56,428 △ 58.1

870,046,013 100.0 885,493,793 100.0 △ 15,447,780 △ 1.7

前年度比較

営
業
収
益

特　別　利　益

総　　収　　益

区　　分
７年度

営 業 外 収 益

６年度
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(2) 費用 

総費用（水道事業費用）は次表のとおりである。 

 

 

 営業費用は、前年度と比較し 55,119,011 円（6.1%）の増加となっている。これは減価

償却費や固定資産除却費等の増が主な要因である。        

 営業外費用においては支払利息が主な支出であり、前年度と比較して 3,681,240 円

（5.8%）の増加となっている。 

（単位：円 ・％　　消費税抜）

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率

① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

人件費 125,082,619 12.1 120,412,769 12.4 4,669,850 3.9

委託料 139,523,317 13.5 144,948,880 14.9 △ 5,425,563 △ 3.7

修繕費 73,170,328 7.1 67,981,425 7.0 5,188,903 7.6

動力費 77,934,993 7.5 78,883,359 8.1 △ 948,366 △ 1.2

薬品費 10,234,390 1.0 9,831,230 1.0 403,160 4.1

材料費 19,900,275 1.9 16,983,051 1.7 2,917,224 17.2

補償金 0 0.0 0 0.0 0 -

負担金 313,230 0.0 307,620 0.0 5,610 1.8

減価償却費 425,889,129 41.2 410,766,484 42.2 15,122,645 3.7

資産減耗費 51,255,367 5.0 19,940,222 2.0 31,315,145 157.1

その他 42,000,042 4.1 40,129,639 4.1 1,870,403 4.7

小　　　計 965,303,690 93.5 910,184,679 93.5 55,119,011 6.1

支払利息 62,414,197 6.0 58,807,040 6.0 3,607,157 6.1

その他 4,653,021 0.5 4,578,938 0.5 74,083 1.6

小　　　計 67,067,218 6.5 63,385,978 6.5 3,681,240 5.8

193,936 0.0 19,499 0.0 174,437 894.6

0 0.0 0 0.0 0 -

1,032,564,844 100.0 973,590,156 100.0 58,974,688 6.1

前年度比較

総　　費　　用

区　　分

７年度 ６年度

予　　備　　費

特　別　損　失

営
業
外
費
用

営

業

費

用
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(3) 損益 

損益の状況は次表のとおりである。 

 

 

 

経常損益のうち営業利益は△316,847,319円で、前年度と比較し69,596,979円（28.1％）

の減益となり、営業外利益は 154,481,784 円で、前年度と比較し 4,594,624 円（2.9％）

の減益となっている。この結果、経常利益は△162,365,535 円となっている。 

 また、当年度純利益は、△162,518,831 円で、前年度繰越利益剰余金△652,529,906 円

と合わせ、当年度未処分利益剰余金は△815,048,737 円となっている。 

損益

７年度 ６年度 増減 増減率
① ② ①-②=③ ③/②

収益 648,456,371 662,934,339 △ 14,477,968 △ 2.2

費用 965,303,690 910,184,679 55,119,011 6.1

営業利益 △ 316,847,319 △ 247,250,340 △ 69,596,979 △ 28.1

収益 221,549,002 222,462,386 △ 913,384 △ 0.4

費用 67,067,218 63,385,978 3,681,240 5.8

営業外利益 154,481,784 159,076,408 △ 4,594,624 △ 2.9

△ 162,365,535 △ 88,173,932 △ 74,191,603 △ 84.1

利益 40,640 97,068 △ 56,428 △ 58.1

損失 193,936 19,499 174,437 894.6

特別利益 △ 153,296 77,569 △ 230,865 297.6

△ 162,518,831 △ 88,096,363 △ 74,422,468 △ 84.5

△ 652,529,906 △ 564,433,543 △ 88,096,363 △ 15.6

0 0 0 -

△ 815,048,737 △ 652,529,906 △ 162,518,831 △ 24.9

経常利益

営業損益

営業外損益

経
常
損
益
の
部

その他処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

（単位：円 ・％　　消費税抜）

特別損益の部

当  年  度  純  利  益

前年度繰越利益剰余金

区　　　　分



 8 

(4) 経営分析 

 経営分析の結果は次表のとおりである。 

 

 

 

収益と費用の総体的な関連を示す「総収支比率」は 84.26%（前年度比 6.69 ポイント

減）、経常的な収益と費用の関連を示す「経常収支比率」は 84.27%（前年度比 6.67 ポイ

ント減）、事業の収益性を示す「営業収支比率」は 67.18%（前年度比 5.66 ポイント減）

となっている。 

  

（単位：％）

区　　分 ７年度 ６年度

総収益

総費用

営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用

営業収益

営業費用

※　これらの比率は、いずれも100％を上回るほど経営状態が良好であるとされている。

総収支比率

経常収支比率

営業収支比率

84.26

84.27 90.94

67.18 72.84

90.95

備　　　　　考

×100

×100

×100
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４．財政状態について 

 財政状態は次表のとおりである。 

 

 

 

 

 (1) 資産 

 「固定資産」は前年度に比べ 167,498,511 円（2.1%）増加している。これは、有形

固定資産の増によるものである。 

  「流動資産」は前年度に比べ 105,568,344 円（7.9%）減少している。 

財政状態

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率
① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

有形固定資産 8,249,494,545 86.9 8,081,593,397 85.7 167,901,148 2.1

無形固定資産 12,941,621 0.1 13,344,258 0.1 △ 402,637 △ 3.0

計 8,262,436,166 87.0 8,094,937,655 85.8 167,498,511 2.1

1,229,937,640 13.0 1,335,505,984 14.2 △ 105,568,344 △ 7.9

9,492,373,806 100.0 9,430,443,639 100.0 61,930,167 0.7

固定負債 5,137,019,796 54.1 4,944,273,125 52.4 192,746,671 3.9

流動負債 455,247,877 4.8 517,513,918 5.5 △ 62,266,041 △ 12.0

繰延収益 3,071,552,594 32.4 2,977,584,226 31.6 93,968,368 3.2

8,663,820,267 91.3 8,439,371,269 89.5 224,448,998 2.7

1,413,068,574 14.9 1,413,068,574 15.0 0 0.0

資本剰余金 106,897,392 1.1 106,897,392 1.1 0 0.0

利益剰余金 △ 691,412,427 △ 7.3 △ 528,893,596 △ 5.6 △ 162,518,831 △ 30.7

計 △ 584,515,035 △ 6.2 △ 421,996,204 △ 4.5 △ 162,518,831 △ 38.5

828,553,539 8.7 991,072,370 10.5 △ 162,518,831 △ 16.4

9,492,373,806 100.0 9,430,443,639 100.0 61,930,167 0.7

固
定
資
産

流動資産

資産合計

区　　分

（単位：円 ・％）

資本金

剰
余
金

資本合計

負債・資本合計

７年度 ６年度 前年度比較

負債合計

負

債
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(2) 負債及び資本 

 負債 

  「固定負債」は前年度に比べ 192,746,671 円（3.9％）増加している。また、「流動

負債」は前年度に比べ 62,266,041 円（12.0%）減少している。「繰延収益」は前年度

に比べ 93,968,368 円（3.2%）増加している。これらにより、負債合計が前年度に比

べ 224,448,998 円（2.7%）増加している。 

 

 資本 

  「資本金」は 1,413,068,574 円で、前年度と同額になっている。また、剰余金合計

が△584,515,035 円、資本合計が 828,553,539 円となっている。 
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５．むすび 

  

 以上が、令和７年度西海市水道事業について審査した概要である。 

経営成績については、営業利益が△316,847,319 円、当年度純利益が△162,518,831 円

となっている。 

営業収益に対する固定資産減価償却費の割合が 65.68％となっており、利益が出にく

い財務体質となっている。 

経営分析においては、経常収支比率が前年度比 6.6 ポイント減の 84.3％と前年度の数

値を下回っており、経年の推移では減少傾向である。 

キャッシュ・フロー計算書によると、投資活動がマイナスになっているが、業務活動、

財務活動がプラスであるため企業経営上問題はない。しかしながら引き続き施設の統廃

合や、不要施設の除却等を進め、固定資産の圧縮を図ることが重要である。 

また、経営改善には有収率の向上が不可欠であり、令和６年度の本市水道事業の有収

率 68.89％に対し、令和７年度における有収率は 0.70 ポイント上昇し 69.37％となって

いる。 

統合整備事業と並行して、施設改修などのインフラ整備が見込まれる中、引き続き老

朽管の更新や漏水防止対策等、施設の適正な維持管理を図ることにより有収率を高め、

将来の経営を見通した健全な事業運営に努められたい。 

また、長期的な視点に立って、資産の効率的な運用、財源確保に努め、今後も市民生

活に欠かすことの出来ない水の安定供給を図られたい。 

 

 



 

 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 
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１．業務実績について 

 

給水状況は次表のとおりである。 

 

 

  

 

給水企業は、電源開発株式会社松島火力発電所１社である。 

   給配水の状況は、配水量で前年度比 992,461 ㎥（69.73%）の減少、有収水量で 988,531

㎥（69.71%）の減少となっている。また、１日平均配水量は前年度比 2,719 ㎥（69.74%）

の減少となっている。 

 なお、有収水量は年間 429,434 ㎥で 99.68％の有収率となっている。 

 

配水量の減理由として、受水企業が次期計画への更新のため、令和７年３月に一旦発

電施設の全部を運転停止していることがあげられる。 

 

 

 

７年度 ６年度 増減 増減率(%)
① ② ①-②=③ ③/②

給水企業 社 1 1 0 0.00

配水量 ㎥ 430,805 1,423,266 △ 992,461 △ 69.73

有収水量 ㎥ 429,434 1,417,965 △ 988,531 △ 69.71

有収率 ％ 99.68 99.63 0.05 0.05

１日平均配水量 ㎥ 1,180 3,899 △ 2,719 △ 69.74

区　　分 単位
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２．予算執行の状況について 

予算の執行状況は、次表のとおりである。 

 

(1) 収益的収入・支出 

  

 

 

 

(2) 未収金の状況 

 当年度末未収金はない。

収益的収入・支出
（単位：円・％ 　消費税込）

営業収益

営業外収益

営業費用

営業外費用

特別損失

予備費

1,000 0 1,000 0.0

執行率
②/①

79.6

80.5

89.5

0.0

①-②

26,045,920

23,447,392

597,528

2,000,000

執行率
②/①

100.6

100.0

103.3

増減
②-①

552,553

△ 1,000

553,553

不用額

5,089,472

0

予算額
①

127,744,000

120,056,000

5,687,000

2,000,000

決算額
②

工業用水道事業費用

②

101,897,553

84,315,000

17,582,553

101,698,080

96,608,608

区　　分

工業用水道事業収益

予算額
①

101,345,000

84,316,000

17,029,000

決算額

区　　分



 14 

(3)  資本的収入・支出 

 

  
 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 12,494,334 円は、過年度分損益勘定

留保資金 11,742,014 円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 752,320

円で補填されている。 

資本的収入・支出
（単位：円・％ 　消費税込）

企業債

負担金

固定資産売却代金

建設改良費

企業債償還金

予備費

予算額
①

6,402,000

6,400,000

区　　分

資本的支出

区　　分

資本的収入

予算額
①

決算額
②

6,400,000

6,400,000

増減
②-①

不用額
①-②-③

執行率
②/①

100.0

100.0

△ 2,000

0

△ 1,000

△ 1,000

0.0

0.0

1,000

1,000

0

0

0

0 1,614,000

1,900,66620,795,000

8,599,000

決算額
②

18,894,334

8,312,960

1,614,000

90.9

96.7

0.00

0

執行率
②/①

10,582,000 10,581,374 0 626 100.0

286,040

翌年度繰越額
③
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３．経営成績について 

 令和７年度の経営状況は、総収益（工業用水道事業収益）94,236,608 円、総費用（工

業用水道事業費用）94,789,455 円で、当年度純損失は 552,847 円となっている。 

 

(1) 収 益 

 総収益（工業用水道事業収益）は次表のとおりである。 

 

 

営業収益においては、給水収益は責任使用水量制による 5,000 ㎥／日の水道使用料収

入で、前年度と同額（増減 0.0％）となっている。比較して 210,000 円（0.3％）減少し

ている。 

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率
① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

給水収益 76,650,000 81.3 76,650,000 81.7 0 0.0

その他の営業収益 0 0.0 0 0.0 0 -

小　　　計 76,650,000 81.3 76,650,000 81.7 0 0.0

17,586,608 18.7 17,152,075 18.3 434,533 2.5

0 0.0 0 0.0 0 -

94,236,608 100.0 93,802,075 100.0 434,533 0.5総　　収　　益

（単位：円 ・％　　消費税抜）

区　　分
７年度

営 業 外 収 益

６年度 前年度比較

営
業
収
益

特　別　利　益
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 (2) 費用 

総費用（工業用水道事業費用）は次表のとおりである。 

 

 

  

営業費用においては、前年度と比較し、6,511,225 円（6.6％）の減少となっている。 

営業外費用においては、前年度と比較し、204,773 円（7.0％）の減少となっている。 

（単位：円 ・％　　消費税抜）

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率
① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

人件費 4,278,553 4.5 4,154,424 4.1 124,129 3.0

委託料 30,231,300 31.9 29,090,000 28.7 1,141,300 3.9

修繕費 1,777,300 1.9 1,534,900 1.5 242,400 15.8

動力費 10,834,038 11.4 19,842,563 19.5 △ 9,008,525 △ 45.4

薬品費 1,261,500 1.3 2,652,475 2.6 △ 1,390,975 △ 52.4

材料費 254,000 0.3 426,900 0.4 △ 172,900 △ 40.5

補償金 0 0.0 0 0.0 0 -

負担金 85,600 0.1 85,600 0.1 0 0.0

減価償却費 39,630,637 41.8 39,603,889 39.0 26,748 0.1

資産減耗費 2,484,400 2.6 0 0.0 2,484,400 -

その他 1,226,355 1.3 1,184,157 1.2 42,198 3.6

小　　　計 92,063,683 97.1 98,574,908 97.1 △ 6,511,225 △ 6.6

支払利息 2,725,772 2.9 2,930,545 2.9 △ 204,773 △ 7.0

その他 0 0.0 0 0.0 0 -

小　　　計 2,725,772 2.9 2,930,545 2.9 △ 204,773 △ 7.0

0 0.0 31,136 0.0 △ 31,136 皆減

0 0.0 0 0.0 0 -

94,789,455 100.0 101,536,589 100.0 △ 6,747,134 △ 6.7

　　予　備　費

総　　費　　用

区　　分
７年度 ６年度 前年度比較

営
業
外
費
用

営

業

費

用

特　別　損　益
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(3) 損益 

 損益の状況は次表のとおりである。 

 

 

 

経常損益のうち営業利益は△15,413,683 円で、前年度と比較し 6,511,225 円（29.7％）

の増益となり、営業外利益は 14,860,836 円で、前年度と比較し 639,306 円（4.5％）の

増益となっている。この結果、経常利益は△552,847 円となっている。 

 また、当年度純利益は、△552,847 円で、前年度繰越利益剰余金△56,555,541 円と合

わせ、当年度未処分利益剰余金は△57,108,388 円となっている。 

７年度 ６年度 増減 増減率
① ② ①-②=③ ③/②

収益 76,650,000 76,650,000 0 0.0

費用 92,063,683 98,574,908 △ 6,511,225 △ 6.6

営業利益 △ 15,413,683 △ 21,924,908 6,511,225 29.7

収益 17,586,608 17,152,075 434,533 2.5

費用 2,725,772 2,930,545 △ 204,773 △ 7.0

営業外利益 14,860,836 14,221,530 639,306 4.5

△ 552,847 △ 7,703,378 7,150,531 92.8

利益 0 0 0 -

損失 0 31,136 △ 31,136 皆減

特別利益 0 △ 31,136 31,136 皆減

△ 552,847 △ 7,734,514 7,181,667 92.9

△ 56,555,541 △ 48,821,027 △ 7,734,514 △ 15.8

△ 57,108,388 △ 56,555,541 △ 552,847 △ 1.0

（単位：円 ・％　　消費税抜）

当  年  度  純  利  益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

区　　　　分

経常利益

営業損益

営業外損益

経
常
損
益
の
部

特別損益の部
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(4) 経営分析 

 経営分析の結果は次表のとおりである。 

 

 収益と費用の総体的な関連を示す「総収支比率」は、99.42％（前年度比 7.04 ポイン

ト増）、経常的な収益と費用の関連を示す「経常収支比率」は 99.42％（前年度比 7.01 ポ

イント増）、「営業収支比率」は 83.26%（5.50 ポイント増）で、いずれも前年度の数値

を上回っている。 

（単位：％）

区　　分 ７年度 ６年度

総収益

総費用

営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用

営業収益

営業費用
77.76

×100

×100

×100

備　　　　　考

92.38

※　これらの比率は、いずれも100％を上回るほど経営状態が良好であるとされている。

総収支比率

経常収支比率

営業収支比率

99.42

99.42 92.41

83.26
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４．財政状態について 

 財政状態は次表のとおりである。 

 

 

 

(1) 資産 

「固定資産」は、前年度と比較し 34,554,397 円（5.4%）減少している。また、「流動

資産」は、前年度と比較し 10,021,083 円（3.3％）増加している。 

 

(2) 負債及び資本 

 「固定負債」が、前年度に比べ 4,390,199 円（3.4％）減少している。 

 「資本金」は前年度と同額の 386,724,380 円で、剰余金合計が 44,131,617 円、資本合

計が 430,855,997 円となっている。 

 

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率
① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

有形固定資産 605,498,708 66.1 640,053,105 68.0 △ 34,554,397 △ 5.4

無形固定資産 0 0.0 0 0.0 0 -

計 605,498,708 66.1 640,053,105 68.0 △ 34,554,397 △ 5.4

310,862,868 33.9 300,841,785 32.0 10,021,083 3.3

916,361,576 100.0 940,894,890 100.0 △ 24,533,314 △ 2.6

固定負債 125,702,521 13.7 130,092,720 13.8 △ 4,390,199 △ 3.4

流動負債 19,259,205 2.1 21,993,112 2.3 △ 2,733,907 △ 12.4

繰延収益 340,543,853 37.2 357,400,214 38.0 △ 16,856,361 △ 4.7

485,505,579 53.0 509,486,046 54.1 △ 23,980,467 △ 4.7

386,724,380 42.2 386,724,380 41.1 0 0.0

資本剰余金 39,726,385 4.3 39,726,385 4.2 0 0.0

利益剰余金 4,405,232 0.5 4,958,079 0.5 △ 552,847 △ 11.2

計 44,131,617 4.8 44,684,464 4.7 △ 552,847 △ 1.2

430,855,997 47.0 431,408,844 45.9 △ 552,847 △ 0.1

916,361,576 100.0 940,894,890 100.0 △ 24,533,314 △ 2.6

資産合計

区　　分

（単位：円 ・％）

資本金

剰
余
金

資本合計

負債・資本合計

７年度 ６年度 前年度比較

負債合計

負

債

固
定
資
産

流動資産
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５．むすび 

  

 以上が、令和７年度西海市工業用水道事業について審査した概要である。 

経営成績については、営業収益は 76,650,000 円で、前年度と同額（増減 0％）となっ

ている。 

営業外収益を含めた総収益は94,236,608円で、前年度と比較して434,533円（0.46%）

の増加となっている。 

営業費用は 92,063,683 円で、前年度と比較して 6,511,225 円（6.61％）の減少となっ

ている。 

水道使用料については、責任使用水量制（基本使用水量 日量 5,000 ㎥）のため安定

した給水収益となっている。 

有収率は前年度より 0.05 ポイント上昇して 99.68%となっており、今後も適正な施設

管理を期待する。 

経営分析においては、総収支比率が 99.42%、経常収支比率が 99.42%、営業収支比率

が 83.26%といずれも前年度の数値を上回っている。 

当年度純利益は△552,847 円となっている。 

キャッシュ・フロー計算書によると、投資活動及び財務活動がマイナスとなっている

が、業務活動がプラスであるため、企業経営上は問題ないと言える。 

令和７年度決算の特徴として、配水量の減少にもかかわらず、営業収益が前年度同額

で維持されている点があげられる。配水量の減少理由は、受水企業が次期計画への更新

のため、令和７年３月に一旦発電施設の全部を運転停止しているためである。一方で、

受水企業は責任使用水量制において 5,000 ㎥／日の料金を従前どおりに支払っている。 

受水企業が、施設の運転停止以前の基本水量を維持する方針であることを考慮しつつ、

受水企業側の需要見通しと供給水量能力に乖離が生じないよう心掛けるとともに、引き

続き計画的に送水管を含めた施設の維持管理と運営に努められたい。 



 



 

 

 

下 水 道 事 業 会 計 
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１．業務実績について 

 

 処理状況は次表のとおりである。 

 

 

 

 

水洗化人口は 19,013 人で水洗化率は 78.83%となっている。 

 有収水量は 1,215,010 ㎥で有収率は 92.31%となっている。 

 1 日平均処理量は 3,606 ㎥となっている。 

処理状況

７年度 ６年度 増減 増減率(%)
① ② ①-②=③ ③/②

処理区域内人口 人 24,119 24,715 △ 596 △ 2.41

水 洗 化 人 口 人 19,013 19,443 △ 430 △ 2.21

水 洗 化 率 ％ 78.83 78.67 0.16 0.20

汚 水 処 理 水 量 ㎥ 1,316,247 1,278,709 37,538 2.94

有 収 水 量 ㎥ 1,215,010 1,237,202 △ 22,192 △ 1.79

有 収 率 ％ 92.31 96.75 △ 4.45 △ 4.59

１日平均処理量 ㎥ 3,606 3,503 103 2.94

区　　分 単位
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２．予算執行の状況について 

予算の執行状況は、次表のとおりである。 

 

(1) 収益的収入・支出 

 

 

 

 

(2)  下水道使用料及び未収金の状況 

 

※下水道課より提供。 

 

下水道使用料の収入未済額は、現年度分 2,246,395 円、過年度分が 1,352,797 円で

計 3,599,192 円となっている。 

収益的収入・支出
（単位：円 ・ ％ 　消費税込）

営業収益

営業外収益

特別利益

営業費用

営業外費用

特別損失

予備費

1,259,874,000

区　　分

下水道事業費用

928,707,000

1,000

1,136,641,089

決算額
②

1,140,179,706

215,343,896

予算額 決算額 翌年度繰越額

区　　分

下水道事業収益

予算額
①

1,145,112,000

216,404,000

執行率
②/①

99.6

99.5

増減
②-①

△ 4,932,294

△ 1,060,104

99.3

281,798.5

922,017,825

2,817,985

△ 6,689,175

2,816,985

0 84,973,856 92.1

不用額 執行率
① ② ③ ①-②-③ ②/①

73,443,000 83,365,807 0 △ 9,922,807 113.5

0 123,232,911 90.2

1,080,775,000 995,801,144

5,000,000 0 0 5,000,000 0.0

100,656,000 57,474,138 0 43,181,862 57.1

（単位：円・％　税込)

調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

① ② ③ ④ ②/（①－③）

現 年 度 分 金 額 215,316,196 213,069,801 0 2,246,395 99.0

過 年 度 分 金 額 3,697,124 2,335,873 8,454 1,352,797 63.3

合 計 金 額 219,013,320 215,405,674 8,454 3,599,192 98.4

区分

７年度
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(3) 資本的収入・支出 

 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 194,678,900 円（翌年度財源充当額

2,400,000 円を除く）は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 3,630,163 円、

繰越工事資金 4,900,000 円、過年度分損益勘定留保資金 119,398,769 円、当年度分損益

勘定留保資金 66,749,968 円で補填されている。 

 

 建設改良費の主な事業は、次のとおりである。 

 

・令和６年度瀬戸処理区管渠施設５４工区工事（繰越）     55,358,600 円 

・令和６年度馬込地区管路施設工事（繰越）          32,437,900 円 

・真砂地域下水処理施設建設工事（外構）            32,139,800 円 

・大串処理区マンホールポンプ施設１８工区工事（繰越）    16,346,000 円 

・瀬戸処理区舗装復旧工事                  12,870,000 円 

 

 

資本的収入・支出

企業債

他会計出資金

補助金

負担金

分担金

固定資産売却代金

建設改良費

企業債償還金

返還金

△ 466,400 92.9

379,212,000

決算額 翌年度繰越額
③

不用額
①-②-③

86,470,821

211,410,000

90,000,000

81,397,479

（単位：円 ・ ％　消費税込）

100.0

執行率
②/①

86.4

85.2

252,014,521

0

45,800,000

45,800,000

483,746,772

66.5

48,228

169,839,000

予算額
①

894,357,000

②

資本的支出

78,974,679

区　　分

146,689,000

6,600,000 6,133,600

5,500,000 3,900,000

執行率
②/①

83.8

62.5

△ 109,941,721

211,410,000 100.0

△ 23,150,000

0

△ 11,025,321

△ 73,700,000

決算額
②

569,807,279

122,700,000

増減
②-①

区　　分

資本的収入

予算額

679,749,000

196,400,000

①

△ 1,600,000 70.9

31,350,000 26,324,886 0 5,025,114 84.0

762,086,179

483,795,000

87.7
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３．経営成績について 

令和７年度の経営状況は、総収益（下水道事業収益）1,118,062,714 円、総費用（下

水道事業費用）1,118,551,860 円で、当年度純利益は、△489,146 円となっている。 

 

(1) 収 益 

 総収益（下水道事業収益）は次表のとおりである。 

 

 

営業収益は 195,769,687 円となっている。 

 営業外収益は 919,477,592 円となっている。 

（単位：円 ・％　　消費税抜）

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率
① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

下水道使用料 195,741,987 17.5 198,885,868 18.2 △ 3,143,881 △ 1.6

その他の営業収益 27,700 0.0 458,800 0.0 △ 431,100 △ 94.0

小　　　計 195,769,687 17.5 199,344,668 18.3 △ 3,574,981 △ 1.8

919,477,592 82.2 891,782,669 81.7 27,694,923 3.1

2,815,435 0.3 5,108 0.0 2,810,327 55018.1

1,118,062,714 100.0 1,091,132,445 100.0 26,930,269 2.5

前年度比較

営
業
収
益

特　別　利　益

総　　収　　益

区　　分
７年度

営 業 外 収 益

６年度
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(2) 費用 

総費用（下水道事業費用）は次表のとおりである。 

 

 

営業費用は 966,221,240 円となっている。 

 営業外費用は 68,990,464 円となっている。 

（単位：円 ・％　　消費税抜）

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率

① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

人件費 62,164,759 5.6 61,432,498 5.9 732,261 1.2

委託料 193,258,724 17.3 181,628,999 17.4 11,629,725 6.4

修繕費 22,718,565 2.0 24,391,003 2.3 △ 1,672,438 △ 6.9

動力費 63,112,431 5.6 60,713,988 5.8 2,398,443 4.0

薬品費 2,851,380 0.3 2,716,060 0.3 135,320 5.0

材料費 0 0.0 0 0.0 0 -

補償金 0 0.0 0 0.0 0 -

負担金 8,505,140 0.8 8,497,004 0.8 8,136 0.1

減価償却費 579,498,897 51.8 589,325,104 56.5 △ 9,826,207 △ 1.7

資産減耗費 4,798,638 0.4 7,184,558 0.7 △ 2,385,920 △ 33.2

その他 29,312,706 2.6 32,015,856 3.1 △ 2,703,150 △ 8.4

小　　　計 966,221,240 86.4 967,905,070 92.7 △ 1,683,830 △ 0.2

支払利息 54,151,805 4.8 56,160,540 5.4 △ 2,008,735 △ 3.6

その他 14,838,659 1.3 19,626,444 1.9 △ 4,787,785 △ 24.4

小　　　計 68,990,464 6.2 75,786,984 7.3 △ 6,796,520 △ 9.0

83,340,156 7.5 42,142 0.0 83,298,014 197660.3

0 0.0 0 0.0 0 -

1,118,551,860 100.0 1,043,734,196 100.0 74,817,664 7.2

前年度比較

総　　費　　用

区　　分

７年度 ６年度

予　　備　　費

特　別　損　失

営
業
外
費
用

営

業

費

用
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(3) 損益 

損益の状況は次表のとおりである。 

 

 

 

 

経常損益のうち営業利益は△770,451,553 円で、営業外利益は 850,487,128 円となっ

ており、経常利益は 80,035,575 円となっている。 

当年度純利益は△489,146 円で、前年度繰越利益剰余金△8,258,672 円と合わせた当

年度未処分利益剰余金は△8,747,818 円となっている。 

損益

７年度 ６年度 増減 増減率
① ② ①-②=③ ③/②

収益 195,769,687 199,344,668 △ 3,574,981 △ 1.8

費用 966,221,240 967,905,070 △ 1,683,830 △ 0.2

営業利益 △ 770,451,553 △ 768,560,402 △ 1,891,151 △ 0.2

収益 919,477,592 891,782,669 27,694,923 3.1

費用 68,990,464 75,786,984 △ 6,796,520 △ 9.0

営業外利益 850,487,128 815,995,685 34,491,443 4.2

80,035,575 47,435,283 32,600,292 68.7

利益 2,815,435 5,108 2,810,327 55,018.1

損失 83,340,156 42,142 83,298,014 197,660.3

特別利益 △ 80,524,721 △ 37,034 △ 80,487,687 217,334.6

△ 489,146 47,398,249 △ 47,887,395 △ 101.0

△ 8,258,672 △ 55,656,921 47,398,249 85.2

0 0 0 -

△ 8,747,818 △ 8,258,672 △ 489,146 △ 5.9

その他処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

（単位：円 ・％　　消費税抜）

特別損益の部

当  年  度  純  利  益

前年度繰越利益剰余金

区　　　　分

経常利益

営業損益

営業外損益

経
常
損
益
の
部
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(4) 経営分析 

 経営分析の結果は次表のとおりである。 

 

 

 

収益と費用の総体的な関連を示す「総収支比率」は 99.96%、経常的な収益と費用の関

連を示す「経常収支比率」は 107.73%、事業の収益性を示す「営業収支比率」は 20.26 

%となっている。 

（単位：％）

区　　分 ７年度 ６年度

総収益

総費用

営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用

営業収益

営業費用

備　　　　　考

×100

×100

×100

※　これらの比率は、いずれも100％を上回るほど経営状態が良好であるとされている。

総収支比率

経常収支比率

営業収支比率

99.96

107.73 104.54

20.26 20.60

104.54
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４．財政状態について 

 財政状態は次表のとおりである。 

 

 

(1) 資産 

「固定資産」は 14,202,841,300 円、「流動資産」は 890,024,536 円で「資産合計」

は 15,092,865,836 円となっている。 

 

(2) 負債及び資本 

  負債 

「固定負債」は 3,448,472,224 円、「流動負債」は 619,980,528 円、「繰延収益」は

7,763,198,470 円で「負債合計」は 11,831,651,222 円となっている。 

  資本 

  「資本金」は 3,152,622,666 円、「剰余金」は 108,591,948 円で「資本合計」が

3,261,214,614 円となっている。 

財政状態

金　額 構　成 金　額 構　成 増　減 増減率
① 比　率 ② 比　率 ①-②=③ ③/②

有形固定資産 14,202,841,300 94.1 14,710,594,190 94.9 △ 507,752,890 △ 3.5

無形固定資産 0 0.0 0 0.0 0 -

計 14,202,841,300 94.1 14,710,594,190 94.9 △ 507,752,890 △ 3.5

890,024,536 5.9 784,835,526 5.1 105,189,010 13.4

15,092,865,836 100.0 15,495,429,716 100.0 △ 402,563,880 △ 2.6

固定負債 3,448,472,224 22.9 3,803,938,880 24.6 △ 355,466,656 △ 9.3

流動負債 619,980,528 4.1 591,172,591 3.8 28,807,937 4.9

繰延収益 7,763,198,470 51.4 8,050,024,485 52.0 △ 286,826,015 △ 3.6

11,831,651,222 78.4 12,445,135,956 80.3 △ 613,484,734 △ 4.9

3,152,622,666 20.9 2,941,212,666 19.0 211,410,000 7.2

資本剰余金 117,339,766 0.8 117,339,766 0.8 0 0.0

利益剰余金 △ 8,747,818 △ 0.1 △ 8,258,672 △ 0.1 △ 489,146 △ 5.9

計 108,591,948 0.7 109,081,094 0.7 △ 489,146 0.4

3,261,214,614 21.6 3,050,293,760 19.7 210,920,854 6.9

15,092,865,836 100.0 15,495,429,716 100.0 △ 402,563,880 △ 2.6

資産合計

区　　分

（単位：円 ・％）

資本金

剰
余
金

資本合計

負債・資本合計

７年度 ６年度 前年度比較

負債合計

負

債

固
定
資
産

流動資産
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５．むすび 

  

 以上が、令和７年度西海市下水道事業について審査した概要である。 

 経営成績については、営業収益が 195,769,687 円、営業外収益が 919,477,592 円、営

業費用が 966,221,240 円、営業外費用が 68,990,464 円、当年度純利益が△489,146 円と

なっている。 

経営分析においては、経常収支比率が前年度比 3.19 ポイント増の 107.73％と前年度

の数値を上回っている。 

キャッシュ・フロー計算書によると、投資活動と財務活動がマイナス、業務活動がプ

ラスになっており、企業経営上は資金的にも問題ないと言えるが、施設の統廃合や、不

要施設の除却等を進め、固定資産の圧縮を図ることが重要である。 

加えて、施設改修などのインフラ整備により適正な施設維持管理を図り、将来を見通

した健全な事業運営が求められている。 

今後も整備計画に基づいた施設整備を進め、市民生活に欠かすことの出来ない下水処

理事業の安定運営に努められたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


